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グリーンIT推進協議会
調査分析委員会 総合報告
(2008年度～2012年度）

～低炭素社会に向けたグリーンITの貢献～

2013年2月15日

調査分析委員会 委員長 朽網道徳 (富士通）
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調査分析委員会 総合報告書

2008年度報告書（2009年6月）
2009年度報告書（2010年6月）
2010年度報告書（2011年6月）

DPPE測定ガイドライン

DPPE説明資料

DPPE紹介パンフレット

日米欧合意文章

By ITの考え方
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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社会の省エネに寄与するＩＴ

（出典）日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2010年度） 確定値

日本の部門別 CO2排出量
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（出典） 産構審・中環審 自主行動計画フォローアップ専門委員会
2011年度自主行動計画評価・検証 結果及び今後の課題等（案）

社会に浸透しているITを活用することで、他の産業のエネルギ—の利用効率

改善が可能。 日本では他の９８％の部門の省エネに対し貢献が期待

2010年度2010年度
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調査の目的：貢献量の定量的把握

１．グリーンITがどのくらい貢献できるか？
1つ１つの製品やソリューションの貢献

２．2020年、2025年、2050年の貢献量は？
３．社会は何をすれば、CO2削減に繋がるか？
４．社会の技術、人、もの、資金をどこに投資

すれば、効果的か？

低炭素社会の実現に向けて
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調査項目：『ものさし』と『予測』

１．グリーンIT（of IT, by IT)の省エネ効果を
定量的に評価する『ものさし』の構築

２．2020年、2025年、2050年のグリーンITの
普及量と効果の定量的『予測』

３．『ものさし』の高度化とグリーンＩＴ普及
のための検討

そのために
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『ものさし』と『予測』の活用

１．スマートコミュニティ・持続可能な社会の構築
におけるソリューション導入によるCO2削減効果
の把握が可能

２．各企業の製品・サービス提供による貢献の
定量的把握が可能

３．有効な施策の効果を定量的に把握すること
が可能
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調査分析委員会推進体制（2008年度）

調査分析委員会

幹事会

WG2：ITによる省エネ効果計測・予測

WG3：企業環境貢献度評価手法検討

WG4：海外のグリーンIT関連政策等調査

IT機器自身の省エネ効果について、評価・測定方法を検討する
とともに、中長期予測を行う。

ITによる省エネ効果について、評価・測定方法を検討するとともに、
中長期予測を行う。

海外政府（米国、EU等）及びイニシアティブ（TGG、CSCI等）のグリーン
IT関連政策や活動に関する調査を行う。

企業単位で捉えた場合の環境貢献度（グリーンIT製品開発、普及等）
に関する定量的な評価・測定手法に関する検討を行う。

データセンタSWG

WG1：IT自身の省エネ効果計測・予測

データセンタの省エネ効果の評価・測定方法検討及び中長期
予測とThe Green Gridとの連携活動を行う。

ｸﾞﾘｰﾝＩＴ研究会
（経済産業省）

調査分析
準備委員会
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○ 「IT自身の省エネ」及び「ITによる社会の省エネにより、2025年には、5900億ｋＷｈの
削減に貢献するポテンシャルがあると予測

グリーンＩＴの貢献量の予測（日本）

出典：経済産業省「グリーンIT研究会」／グリーンIT推進協議会（２００８年４月）
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1000億kWh（0.2-0.4億トンーCO2）削減

4900億kWh（1.0-2.0億トンーCO2） 削減

IT機器自身の省エネ効果

ITによる社会の省エネ効果

IT機器自身
の消費電力
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出典：経済産業省「グリーンIT研究会」／グリーンIT推進協議会（２００８年４月）

電力換算（億kWh）

1.9兆kWh（3.8-7.6億トンーCO2）削減

11兆kWh（22-44億トンーCO2）削減

ITによる社会の省エネ効果

IT機器自身
の消費電力

IT機器自身の省エネ効果

世界

○世界全体では、「IT自身の省エネ」及び「ITによる社会の省エネにより、2025年
には、13兆ｋＷｈの削減に貢献するポテンシャルがあると予測

グリーンＩＴの貢献量の予測（世界）
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調査分析委員会推進体制（2012年度）

調査分析委員会

幹事会 WG2：データセンタエネルギー効率の新しい指標の検討

WG3：企業環境貢献度評価手法検討（～2010年度）

ＩＴによる社会の省エネ効果について、評価・測定方法を検討。

温対連次期行動計画向け製品貢献量算定方法の検討

ICT４EEへGIPCの検討結果を発信

データセンタの省エネ効果の評価・測定方法の検討
及び中長期予測と国際間での連携を実施。

サプライチェーンの各企業単位で捉えた場合の環境貢献度
に関する定量的な評価・測定手法に関する検討。

WG1：予測・ものさしの高度化、温対連次期行動計画向
け製品貢献量算定方法の検討、成果の海外への発信

ｸﾞﾘｰﾝＩＴイニシアチブ
（経済産業省）

温暖化対策
連絡会
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これまでの活動内容
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 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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これまでの活動内容
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IT・エレクトロニクス機器自身の省エネIT・エレクトロニクス機器自身の省エネ

ストレージ

サーバ

ルータ

PC

《CO2削減効果目標》

テレビ

エアコン

冷蔵庫

DVD等

照明

ディスプレイ

データセンター 【評価対象機器】

【１０品目】
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製品の省エネ効果の評価 IT・エレクトロニクス機器の
旧製品と新規省エネ製品の

CO2排出を比較

旧製品
基準製品

新製品

省エネ（CO2排出削減）

PC

サーバ

ストレージ

ネットワーク

ディスプレイ

エアコン

冷蔵庫

CO2排出量の
算出

IT 機器自身の省エネ効果 （ｏｆ IT） の評価指標

IT・エレクトロニクス機器の
機能を考慮し、旧製品（基
準年の製品）と新製品の
使用時の電力を比較

テレビ・DVD

照明

IT機器の消費電力

IT機器の性能
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製品ごとのエネルギー効率のモノサシ

18

IT

機器

エレク

トロニ

クス

機器
照明機器

冷蔵庫

エアコン

サーバ

ストレージ

ディスプレイ

テレビ

家庭用録画再生機器

PC

ルータ

性能

画面サイズ

記録時間

部屋の床面積、照度

容積

冷房能力（床面積）

画面サイズ

CPU処理能力

記憶容量

CPU処理能力

スループット性能

ノート／デスクトップの分類

転送速度、サーバー用／PC用の分類

電力

追加して考慮する項目

消費電力

年間電力

消費量 解像度

解像度

ハイエンド／ミッドレンジ／ボリュームの分類

企業向け（3+2分類）／家庭向けの分類

企業向け／家庭向けの分類

記録情報量、解像度

予測においてまず考慮する項目エネルギー効率指標

CPU処理能力

消費電力

COP/

AFP

ランプ種別

CPU処理能力

消費電力

記憶容量

消費電力

スループット性能

消費電力

画面サイズ

消費電力

画面サイズ

消費電力

記録時間

消費電力

容積

消費電力

照度

消費電力

冷房能力

消費電力
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サーバのエネルギー消費量・削減効果予測

［シナリオＡ]

日本 世界

2020年：日本 84億 ｋWhの削減 （CO2換算：168～336万トン）

世界 812億 ｋWhの削減 （CO2換算：1624～3248万トン）
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2020年のグリーンＩＴ効果予測 （10品目）
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世界
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3,266 3,526 3,529
2,683

1,068 1,409 2,858

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2005 2020 2025 2050

（年）

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量

（
億

kW
h
/
年

）

GIT効果

技術革新時

日本：1068億ｋＷｈ/年 世界：1.6兆ｋＷｈ/年

2020年：日本 1068億 ｋWhの削減 （CO2換算：2136～4272万トン）

世界 1.6兆 ｋWhの削減 （CO2換算：3.2～6.4億トン）
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2020年におけるグリーン of ITの効果

施策
対策部門

主なソリューション
2020年

GIT導入効果
(日本)

2020年
GIT導入効果

(世界)

業務部門

・PC、サーバ、ストレージ、ネットワーク機器、
ディスプレイ

・データセンターファシリティ
・エレクトロニクス機器（照明、空調、テレビなど）

17 ～34 146～286

家庭部門

・HEMS （住宅のエネルギー管理システム、
含むデジタル家電など）

・オンラインショッピング、コンテンツの電子化
・再生可能エネルギーの導入、スマートグリッド

4～9 293～576

合計 21～43 439～862

百万 ｔ-ＣＯ2/年

21
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これまでの活動内容

23

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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新指標 DPPEの開発

■データセンタｴﾈﾙｷﾞｰ効率指標は、
（1）データセンタのｴﾈﾙｷﾞｰ効率を簡単に算出できること
（2）データセンタ間の横並び比較が可能なこと
（3）継続して通年の省エネ状況が比較可能なこと

■データセンタｴﾈﾙｷﾞｰ効率を４つの省エネサブ指標の関数で表現。
（1）ファシリティの効率化指標
（2）ＩＴ機器の効率化指標
（3）オペレーションの効率化指標
（4）グリーン電力利用指標

■4つのサブ指標は、それぞれ単独の指標で用いることも可能。

ＤＰＰＥ（Datacenter Performance Per Energy）
データセンタ全体のｴﾈﾙｷﾞｰ効率を表す指標
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データセンタのエネルギー効率指標ＤＰＰＥ

発電所

太陽光発電
風力発電
その他

オンサイト
グリーン電力

商用電力
データセンタ環境

空調

電源

照明 、その他

ハード

ITEEPUE ITEUGEC

データセンタ

Efficiency of Energy 
Procurement

Efficiency of  Facility Efficiency of
Hardware

Efficiency of
Software and 
Operation

ソフト
and

オペレーション

IT 機器

DPPE

ガス、燃料
その他ｴﾈﾙｷﾞｰ
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データセンタ電力効率指標DPPEの使いかた

DPPEと4つのサブ指標を用いれば、データセンタ全体の目標を

各担当の目標に容易に分配することができる

DC全体の効率を2倍にしよう。
DPPEを2倍にするためには… CIO

ITEEで1.4倍
にするよう

に！

ITEUで1.2倍
にするよう

に！

PUEで1.2
倍にするよ

うに！

GECで1.1倍
にするよう

に！

CIO CIO CIO CIO

運用担当 調達担当 設備担当 設備担当

So, 20％
効率の良

い機器を導
入しよう

では運用
を

ｘｘしよう

空調の効率
をxx%あげよ

う

PVを xx 
kW導入し

よう

1. 経営者はデータセンタの全体
の効率化目標を設定

2. 各指標ごとの
効率化目標を指示

3. 現場担当
者は効率化目
標を達成する
為の施策を実
施

1.2 x 1.4 x 1.2 x 1.1=2.2 > 2
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４つの省エネサブ指標

サブ指標名 算出式 改善への施策

1. IT機器利用率

ITEU
（IT Equipment Usage）

＝ データセンタのIT機器利用率
IT機器の有効利用
仮想化など

2. IT機器電力効率

ITEE
（IT Equipment Energy Efficiency）

IT機器の総定格能力
＝

IT機器の総定格消費電力
省エネ型IT機器の導入

3. ﾌｧｼﾘﾃｨ電力効率

PUE
（Power Usage Effectiveness）

データセンタの総消費電力
＝

IT機器の消費電力

ﾌｧｼﾘﾃｨの省エネ

空調、電源効率化

4. ｸﾞﾘｰﾝ電力利用率

GEC
（Green Energy Coefficient）

グリーン（自然エネルギー）電力
＝

データセンタの総消費電力

太陽光発電など
グリーン電力利用

27
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DPPE測定プロジェクトの概要（2010-2011年度）

2010年度,2011年度で、DPPEの省エネ指標としての実用性の検証、
データセンターにおけるエネルギー消費の実状の把握を目的に、国内
のデータセンターのエネルギー消費の測定を実施

【実施概要】
・ 実証時期： 2010年7月～2011年1月、2011年8月～2012年1月
・ DC数 ： データセンター 20-25か所

海外は、ベトナム、シンガポールで１箇所ずつ測定を実施

実施主体： 経済産業省 商務情報政策局情報通信機器課
委託先 ： 一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）
事務局 ： 株式会社 三菱総合研究所
協力： グリーンIT推進協議会、 特定非営利活動法人 日本データセンター協会、

一般社団法人 情報サービス産業協会、
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《DPPE の実測結果例》
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国内DPPEは 0.13 – 0.91 (2010年は0.11 – 0.64).

システムタイプ DPPE

DC #1 0.44

DC #2 0.21

DC #3 0.53

DC #4 0.67

DC #5 0.35

DC #6 0.23

DC #7 0.29

DC #8 0.91

DC #9 0.13

平均 0.47

Singapore 0.53

Vietnam 0.14

DPPE測定結果

ITEE：0.57 – 3.74

(2010年:0.48 - 3.68)

ITEU： 0.30 – 0.60

(2010年:0.26 – 0.57).

PUE： 1.41 – 2.34

(2010年: 1.22 – 2.69).

GEC： 0.00013 – 0.0034

(2010年: 0.00013 –0.0033)
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指標の国際協調（日米欧国際ワークショップ）

国際協調会議の枠組み

GIPC
（ｸﾞﾘｰﾝIT推進協議会）

JDCC
（日本ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ協会）

TGG
(ｻﾞ･ｸﾞﾘｰﾝｸﾞﾘｯﾄﾞ)

データセンタのエネルギー効率評価指標
（PUEを含む）の提案 ※1

ＤＰＰＥの検討 ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀ ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾞｲﾄﾞ (DCDG)
・本編は、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで検討
・各地域（EMEA/Japan）における

特記事項→日本でも策定中

※1 TGGおよびGIPCで世界的に比較可能なデータ
センタの性能基準を策定中

『 PUE計測に関するガイドライン』の検討

ＰＵＥ計測方法

の提案

日米欧ＤＣエネルギｰ効率評価手法
ハーモナイゼーション会議

第7回開催（2月）

米国：EPA/DOE

欧州：ＣｏＣ議論

日本：ＭＥＴＩ

＜政府機関＞
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第1回ワークショップ 継続して議論を実施

• F2F workshop (twice a year)
• Bi-weekly tele-conference

Goal of Hamonization:
• A set of metrics, indices and 

measurement protocols to 
improve data center energy 
efficiency globally

日時、場所:
• March 26, 2009, Washington DC, 

参加者

• US:      EPA, DOE
• EU:      EC, BCS
• Japan: METI, GIPC

2009年2月以降、1年に2回のワークショップ、2週間に1回の電話会議によ
り、データセンタのエネルギー効率指標について議論を重ねてきた。

指標の国際協調（日米欧国際ワークショップ）
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日米欧国際ワークショップ

1st WS 2009.3 米国ワシントン DC.
DPPE 概要

2nd WS 2010.2 米国サンノゼ
DPPEの測定方法

3rd WS 2010.10 イタリア イスプラ
DPPEの実測ガイドライン、実測結果提示

4th WS 2011.2 日本(東京)
DPPE フィードバック (TGG, EU, DOE, EPA) および回答
PUE 算定方法決定

●DPPEの検討状況

経済産業省とグリーンＩＴ推進協議会は、日米欧の官民によるワークショップを開き、日
本発のデータセンターエネルギー効率指標DPPEがデータセンター全体を評価するアプ
ローチとして重要であることを確認し、他の指標 とともにDPPE の詳細を国際的に検
討していくことを盛り込んだ合意文書を発表。

●参加メンバ
米エネルギー省（ＤＯＥ）、米環境保護庁（ＥＰＡ）、
米グリーングリッド（ＴＧＧ）
欧州委員会（ＥＣ）、英国ＩＴ協会（BCS)
経済産業省（METI）、ｸﾞﾘｰﾝIT推進協議会（GIPC）
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日米欧国際ワークショップ

5st WS 2011.10 米国ワシントンＤＣ
GECの標準化、IT生産性指標の標準化等

6th WS 2012.2 イタリア イスプラ
GECの標準化、IT生産性指標の標準化等

7th WS 2012.10 米国ワシントンＤＣ
IT生産性へのマチュリティモデルの導入, DC生産性プロキシ, 
EPAエネルギースター,ISO/IEC JTC1 SC39

8th WS 2011.2 米国ワシントンＤＣ

●DPPEの検討状況
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2009 2010 2011 2012

ワーク
ショップ

電話会議

1st WS 2nd WS 3rd WS 4th WS 5th WS 6th WS

各グループ
の活動の
紹介

 「Desired 
Outcomes」
の定義

 DPPEの
計算方法の
提案

 PUE, GEC
 ITEE, ITEU 

も含む生産
性プロキシー

 PUE 
計測方法

 DPPE
へのフィード
バック

炭素指標
 ITEExITEUも

含むIT生産
性

炭素指標
 Holistic 

Approach

2週間に一度

Desired 
Outcome

PUE GEC, CUE, 
ERF …

GHMの検討の経緯

7th WS
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データセンター全体の省エネ指標セットの抽出を目的として活動してきた。

(１） 標準化に向けてPUEの計測方法の詳細を定義した。

推奨測定ポイントやビル内のデータセンタでの計算方法を具体化

電気以外のエネルギー源を持つ場合の計算方法を具体化

(2) 再生可能エネルギーやエネルギーの再利用、カーボンを扱う指標

(GEC, CUE, ERF)を定義した。

(3)IT生産性を示す指標について議論を継続している。

候補は、日本から提案したITEE、 ITEU、TGGの Proxiy #1-#8 など。

正確性と計測の容易さのどちらを優先するかが主な課題。

幅広いデータセンタで測定できるように、マチュリティモデルの採用を検討。

(4)データセンターのエネルギー効率全体を示すため、Holistic Approachの具体化
を議論中。

GHMの検討結果(最新）



All Rights Reserved, Copyright © ＧＩＰＣ 2013 37

GHMの合意文章(最新）

==============================================================

国際協調合意文章（2012年11月）

Harmonizing Global Metrics for Data Center Energy Efficiency
データセンタのエネルギー効率に関する指標の世界協調について

Global Taskforce Reaches Agreement on Measurement Protocols for GEC, 
ERF, and CUE – Continues Discussion of Additional Energy Efficiency 
Metrics

October 2, 2012

世界的タスクフォースはGEC、ERF、CUEの測定方法について合意に達するとともに、
追加的なエネルギー効率指標に関する議論を継続する
2012年10月2日
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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これまでの活動内容

39

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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ITによる社会全体の省エネ

SCM
電子会議

eラーニング

電子商取引

ITS

電子自治体

HEMS

BEMS

POS

オンライン
ショッピング

運輸

業務

家庭

産業

エネルギー



All Rights Reserved, Copyright © ＧＩＰＣ 2013

【ITによる社会の省エネ効果 （by IT） 】

省エネ効果を発揮するITソリューション
ITソリューション

家庭

ペーパレスオフィス

業務へのIT導入

テレワーク

HEMS

遠隔医療・電子カルテ

電子入札・電子申請

BEMS

電子タグ・物流システム

TV会議、eラーニング

電子マネー

電子出版・電子ペーパー

建物

産業
生産

プロセス

照明・空調、モーター、
発電機の効率化

生産プロセスの効率化

屋内
業務

屋内
＊続く

建物

ITソリューション

エネル
ギー

輸送手段の効率向上

ITS

エコドライブ

高効率送変電システム
の導入

再生可能エネルギー導入

熱源の利用

信号機のLED化

自動車の燃費改善

SCM

電力系統制御

インフラ

家庭
屋内

＊続き

音楽配信・ソフト配信

オンラインショッピング

アクティ
ビティ

発電の
効率化

運輸

送電の
効率化

41
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複数の要素のCO2への換算 ITソリューションの導入前後
におけるCO2排出の算定

導入前 導入後

CO2排出削減

物の消費量 紙(文書)、CDなどの使用.

人の移動量 電車、バス、車による移動

物の移動量 ﾄﾗｯｸ・電車による輸送

オフィススペース 人・IT機器のスペース

倉庫スペース 文書・製品の保管

ＩＴ・ﾈｯﾄﾜｰｸ機器
電力消費量

IT･ﾈｯﾄﾜｰｸ機器の電力

ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞｰﾀ
通信量

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなどを使用したデータ通信

原単位

CO2排出量の
見積り

ITによる社会全体の省エネ効果の評価指標

その他 その他のエネルギー・資源消費要因
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原単位の例

原単位 参考値 積算対象範囲 出典

モノの消費

紙 1.28 (kgCO2/ kg) 生産消費 3

CD：書替型 0.25 (kgCO2/ 枚) 生産消費 10

CD：追記型 0.46 (kgCO2/ 枚) 生産消費 10

オフィス 76.0 (kgCO2/m2) 生産消費 1

普通倉庫 46.2 (kgCO2/ m2) 生産消費 11

データセンタ 2.113 (kgCO2/ m2) 不明 12

事務所ビル 0.0025(kgCO2/Mbyte)注１ 不明 12

NW通信 0.022 (kgCO2/ kWh) 生産消費 13

FAX通信 0.14 (kgCO2/ hour) 生産消費 14

原単位 参考値 積算対象範囲 出典

ヒトの移動
自家用車 0.0839 (kgCO2/ 人・km) 生産消費

11バス 0.0615 (kgCO2/ 人・km) 生産消費

航空機 0.1860 (kgCO2/ 人・km) 生産消費

鉄道 0.0329 (kgCO2/ 人・km) 生産消費

国名 発電原単位 国名 発電原単位
米国 0.679 タイ 0.595
ドイツ 0.660 フィリピン 0.566
英国 0.566 ベトナム 0.455
中国 1.020 インド 1.437
韓国 0.535 日本 0.425

[単位： kgCO2/kWh]各国における系統電力のCO2排出係数
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ＩＴソリューション(by IT)の事例

44

◆生産プロセスの効率化

EMI抑制設計支援システム DEMITASNX（デミタス） 日本電気

◆BEMS

生活者の行動を優先した快適空調制御システム 東芝

流通店舗向け省エネシステム 沖電気工業

施設総合管理システム「Futuric」 富士通

◆業務オフィスの効率化/ペーパーレス

ダイレクトメール広告をインターネット配信するICTサービス NECビッグローブ

就業管理システム 日立システムアンドサービス

行政情報提供システム 富士通

電子帳票システム 日立ソフトウェアエンジニアリ
ング

公共料金等の口座自動引落しと明細事前通知サービス NTTデータ
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給与明細の電子配信システム 日立ソフトウェアエンジニアリング

eラーニングシステム「Internet Navigware」 富士通

百貨店向けPOSシステム 富士通

農地向け地理情報システム（GIS） 富士通

自治体内部情報業務の電子化 富士通

情報漏洩対策・PC管理 日立ソフトウェアエンジニアリング

書類の電子化によるペーパーストックレス PFU

次世代オフィス NTTデータ

地球観測衛星画像オンラインサービス 富士通

印刷枚数削減支援ソフト 富士通アドバンストエンジニアリング

金融機関向け債権流動化・売掛債権一括信託ビジネス支援
ASPサービス

NTTデータ

ＩＴソリューション(by IT)の事例
◆業務オフィスの効率化/ペーパーレス

電子帳票システムによる環境負荷低減
（A.お客さま向けのシステム、B.社内システム）

大和証券（大和総研）

大学向け統合業務パッケージ「Compusmate-J」 富士通

健康保険組合向けWebシステム「KOSMO Communication Web」 大和総研ビジネス・イノベーション



All Rights Reserved, Copyright © ＧＩＰＣ 2013 4646

ＩＴソリューション(by IT)の事例

◆業務のIT導入

証明書自動交付システム 富士通

人事総務向けワークフローシステム「ExchangeUSE」 富士通

SaaS型簡単電子申込システム NTTデータ

◆テレワーク

在宅勤務（最大週3日）による社内テレワークの実施 富士通ワイエフシー

在宅勤務可能サービスによる移動による負荷低減と
ワーク・ライフバランスの確保

日立ソフトウェアエンジニアリン
グ

◆TV会議

社内会議システム 日立ソフトウェアエンジニアリング

テレビ会議 ＮＥＣ

テレビ会議 富士通
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ＩＴソリューション(by IT)の事例

◆リモートセンシング・遠隔管理

小麦の生育予測による刈り取り時期の適正化 日立ソフトウェアエンジニアリ
ング

水産海洋情報提供サービス「トレダス」 富士通

◆HEMS

ホームネットワークを活用した家庭内省エネ技術 東芝

ホームエネルギーマネジメントシステムライフィニティECOマネ
システム

パナソニック電工

省電力効果 見える化サービス（みんなでカーボンダイエット） 日本電気

◆オンラインショッピング

インターネットショッピングシステム「i-market」 富士通

◆輸送手段（鉄道、航空、海運）の効率向上

ストックホルムの渋滞解決策 日本IBM

運行支援ソリューション 富士通
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ＩＴソリューションによる省エネ貢献量の予測

エネルギー削減効果を推定するにあたっては、ＩＴソリューションの導入による

省エネポテンシャル、ＩＴソリューションの普及率から算出・予測。

Ｂｙ ＩＴ の

CO2削減効果
＝ 最大導入数

1ソリューション

導入あたりの

効果

× 普及率×

・GDP ・人口

・普及率は、国別に設定

（先進国、中間国、途上国）

48

導入前 導入後
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SCM
電子会議

eラーニング

電子商取引

ITS

電子自治体

HEMS

BEMS

POS

オンライン
ショッピング

BEMS（ビル）：

▲546万トン

ペーパレス（オフィス）：

▲14万トン

ＴＶ会議（オフィス）：

▲２5０万トン

ＳＣＭ(共同配送）：

▲178万トン

テレワーク（オフィス）：

▲92万トン

電子カルテ：▲27万トン

2020年、日本

ITによる社会の省エネ効果（日本、2020年）

（CO2削減効果）

ITSエコドライブ(デジタコ）：

▲730万トン

HEMS(家庭）：

▲１57万トン

注：普及率は直接設定していないが、2025年の値を下回る
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2020年におけるグリーンby ITの効果

施策
対策部門

主なソリューション
2020年

GIT導入効果
(日本)

2020年
GIT導入効果

(世界)

産業部門
・高性能ボイラー、省エネ設備
・エネルギー管理、省エネ事業など 7～14 140～276

業務部門
・BEMS （ビル・エネルギー管理システム）
・テレワーク、TV会議、ペーパレスオフィス 9～18

（含む他部門）
122～239

家庭部門

・HEMS （住宅のエネルギー管理システム、
含むデジタル家電など）

・オンラインショッピング、コンテンツの電子化
・再生可能エネルギーの導入、スマートグリッド

16～32
（含む他部門）

200～393

運輸部門

・自動車の燃費向上
・ITS（ETC、VICS）、エコドライブ
・流通の効率化（SCM・積載率の向上など）

36～73
（含む他部門）

1,578～
3,101

合計 68～137
2,041～
4,009

百万 ｔ-ＣＯ2/年

50
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これまでの活動内容

51

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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「ものさしの高度化」の取り組み

2009年度まで 2010年度

予測・ものさしの作成

1. グリーンITの省エネ
効果を定量的に評
価する『ものさし』

2. 2020年、2025年、
2050年のグリーン
ITの普及量と効果
の定量的『予測』

予測・ものさしの
高度化

政策提言に
向けた調査

海外への発信

予測・ものさしの高度化

温対連次期行動計画
向け製品貢献算出手法

の検討

欧州との連携
国際標準化

2011－2012年度
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by ITのものさしの高度化

グリーン by ITのCO2排出抑制効果を詳細分析することで、ソリューションの

効果が時間経緯と場所に関してどのように発生するかを明らかにする

 例えば、テレワークの場合

 テレワークを導入するだけで、オフィスの消費電力は減るのか？

 オフィスの消費電力が減っても、自宅の消費電力が増えるのではないか？

 電車本数削減にも、貢献するのではないか？

 電車の本数削減は、どのような時間的遅れを持って実現されるか？

 資源の使用量が削減された場合、どこのCO2排出量が減るか？

→ 時間的広がり、空間的広がりの概念を導入

「時間的広がり」： ソリューション導入時にすぐに効果が現れず、時間的な

遅れをもって効果が発生する場合。

「空間的広がり」：CO2排出抑制効果が、導入した企業内部ではなく、外部の

電力会社、交通機関や従業員宅などで現れる現象など
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時間的・空間的広がりの概念

テレワーク導入

会社のPC不使用
による消費電力減

オフィス使用減少

自動車通勤減少
による燃料消費減

オ
フ
ィ
ス
内
の
変
化

オ
フ
ィ
ス
外
の
変
化

オフィスの
消費電力減

時間

実際のCO2排出
削減は発電所

引越しにより
不要なオフィス
フロア削減

電車の本数の減少

オフィスの
消費電力減

空間
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時間的・空間的広がりの概念

空間の広がり

時間経過

外部

内部
テレ

ワーク
導入

IT機器
使用増加

オフィス
勤務減少

自動車
通勤減少

オフィス
スペース減少

引越しなど

時間的広がりの境界
（顕在化した効果と潜在効

果の境界）

空間的広がりの
境界

短時間 長時間
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排出抑制効果の分解イメージ

排出抑制効果
[ kg-CO2]

ソリューション導入 追加施策

外部のアクション

全体

導入企業のアクション

NW通信

電車通勤

車通勤

従業員
自宅＋

オフィス
スペース

削減

内部 外部 内部 外部 内部 外部
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事例による検討

2010年度に検討した3種類のソリューションに加え、2011年度は委員各社から
提供されたソリューションの検討を行った。

テレワーク

「7つの効果」のうち、
「ヒトの移動」、
「オフィススペース」など
について検討

ペーパーレス
オフィス

テレワークとあわせて、
「7つの効果」について一
通りの検討が可能

HEMS 効果のばらつき

2010年度の検討 2011年度の検討

分類 ソリューション 事例提供企業
業務へのIT導入 ネット口座振替受付サー

ビス
（株）NTTデータ

自動車・安全品質フレー
ムワーク PQTMeister®
品質トレーサビリティ

東芝ソリューション（株）

リテール証券会社向け共
同利用型システム

（株）野村総合研究所

テレビ会議 HD映像コミュニケーショ
ンシステム

パナソニック（株）

電子黒板を用いたＴＶ会
議システム

（株）日立製作所

HEMS 省電力効果 見える化
サービス（みんなでカー
ボンダイエット）

日本電気（株）

輸送手段の効率向
上

運行支援ソリューション
（デジタル式運行記録
計）

富士通（株）

ク ラ ウ ド コ ン
ピューティング

U-Cloud ® IaaS（ICTホス
ティング）

日本ユニシス（株）
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検討のまとめ

 グリーン by ITの効果は、時間的・空間的広がりを持つ

ソリューション導入時にすぐに効果が現れない「時間的広がり」

ソリューション導入に加え別の努力が必要な場合

公共交通機関など外部の対応を待つ必要がある場合等

CO2排出抑制効果が、ソリューションを導入した企業ではなく、
外部の公共交通機関や従業員の自宅など企業の外部で現れ
る「空間的広がり」

 「追加施策」が必要な効果やたしからしさが下がるプロセスを調べ
ることで、ソリューションが本来持つポテンシャルと顕在化した効果
のギャップを検証できる。
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スマートコミュニティにおける効果

59
図は、METI-Webサイトより引用
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スマートコミュニティにおける効果(日本全体）

60
図は、METI-Webサイトより引用

運輸部門 73 百万トン

日本全体 By IT 2020年の予測

家庭部門 32 百万トン

業務部門 18 百万トン

産業部門 14 百万トン
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スマートコミュニティにおける効果(日本全体）

61
図は、METI-Webサイトより引用

運輸部門・産業部門
73 百万トン

日本全体 Of IT 2020年の予測

家庭部門
（家電製品） ９ 百万トン

業務部門・産業部門
( IT機器・デーダセンタファシリティ）
34 百万トン

産業部門 14 百万トン
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スマートコミュニティにおける効果
(空間的・時間的広がり）

62
図は、METI-Webサイトより引用

テレワーク導入

通勤自動車の減少

オフィスの効率化発電量の最適化

運輸

業務

家庭

エネルギー テレワーク導入

ペーパレス

産業

資源製造量の最適化



All Rights Reserved, Copyright © ＧＩＰＣ 2013

これまでの活動内容

63

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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政策提言に関する取り組み

2009年度まで 2010年度

予測・ものさしの作成

1. グリーンITの省エネ
効果を定量的に評
価する『ものさし』

2. 2020年、2025年、
2050年のグリーン
ITの 普及量と効
果の定量的『予測』

予測・ものさしの高度化

政策提言に向けた調査

海外への発信

○2010年度は、「予測・ものさし」に加え、政策提言に向けた調査や海外への発信
をおこなった。
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政策提言にむけた調査の目的

● By ITの普及加速に向けた政策提言が重要

2010年度は、これまでにどのような提言がされている
かを調査した。

・「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
（IT戦略本部）」（内閣）

・「規制改革推進本部」（内閣）
・「2010年度日本経団連規制改革要望」（経団連）
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調査した政策提言の一覧

ITソリューション タイトル

産
業

FEMS、照明/空調
/モーター/発電機
の効率化、生産プ
ロセスの効率化

（投資対効果の課題が大きい）

業
務

BEMS
(Building Energy
Management
System)

（投資対効果の課題が大きい）

ペーパーレスオフィ
ス

・国税関係帳簿書類の電子保存の承認要件の緩和
・納税告知書等の電子的方法による通知
・全国共通の電子行政サービス実現のための申請様
式等の統一化
・省エネ法に基づく定期報告書等の提出先の一元化
・省エネ法に基づく報告と各自治体の地球温暖化対
策条例等に基づく報告の一元化

業務のIT導入 ・住基情報の利活用範囲の拡大
・公的個人認証サービスの署名検証者の民間事業者
への拡大（新規）
・特定の商取引における書面交付の電子化
・特許出願手続きの簡素化･グローバルのハーモナイ
ゼーション
・税関申告官署区分の撤廃、地方税等の収納方法に
関する規制の緩和
・償却資産税申告の電子化
・電子的な手法による労働条件の明示
・自動車登録のワンストップサービスの拡充
・自動車の保管場所証明申請書の統一及び記載方法
の見直し

ITソリューション タイトル

業
務

業務のIT導入 ・医薬品の承認、一部変更承認及び軽微変更届にお
ける手続きの電子化
・旅費業務に関する関係法令等改正による旅費業務
の簡素化、

テレワーク ・テレワーク等の在宅勤務の要件の明確化

遠隔医療
・電子カルテ

・規制、制度、要件の撤廃や見直し
・電子カルテ
・処方箋の電子化と制度運用の可能化

電子入札
・電子申請

・全国共通の電子行政サービスの実現のための申請様
式等の統一化
・経済連携協定に基づく特定原産地証明書発給の改
善
・物流の効率化に向けた通関及び検疫業務の改善

家
庭

HEMS (Home
Energy
Management
System)

（投資対効果の課題が大きい）

電子マネー ・電子行政システムの浸透及び一層の活用のための民
間ICカードインフラと公的IC カードインフラとの統合化

オンラインショッピ
ング

・オンラインショッピング

運
輸

ITS
(Intelligent
Transport
System)

・交通情報提供事業に関する提供範囲の拡大
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政策提言の例（ペーパーレス）

タイトル
省エネ法に基づく定期報告書等
の提出先の一元化

出所 2010年度日本経団連規制改革要望

要望の視点 ペーパーレス

規制の
根拠法令

• エネルギーの使用の合理化に関する
法律第15条、第92条

• 地球温暖化対策の推進に関する
法律第21条の２、第21条の10

制度の所轄
官庁

及び担当課

経済産業省資源エネルギー庁
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政策提言の例（ペーパーレス）

出所：2010年度日本経団連規制改革要望

規制の現状と要望理由 要望の具体的内容

• 省エネ法が特定事業者に対して毎年提出を求めてい
る定期報告書・中長期計画書、温対法が特定排出者
に提出を求めている温室効果ガス算定排出量等の報
告書について、現行では省エネ法が事業者の主たる事
務所（本社）所在地を管轄する経済産業局及び当該事
業者が設置している全ての工場等に係る事業の所管
官庁、温対法が当該特定排出者の事業を所管する全
ての大臣に同じものを提出するよう求めているところ、
１カ所に提出すれば足りることにすべきである。

同じ報告を全ての大臣に提出する
よう求めているところ、1か所に提
出すれば足りることにすべき

• 省エネ法は、事業者全体で１年度間のエネルギー使用量（原油換算値）が
1,500ｋｌ以上の特定事業者等に対して、その設置している工場等におけ
るエネルギー使用量等についての定期報告書並びにエネルギーの使用の
合理化の目標達成のための中長期計画書を、事業者の主たる事務所（本
社）所在地を管轄する経済産業局及び当該事業者が設置している全ての
工場等に係る事業の所管省庁に提出するよう求めている。

• 温対法は、事業者全体で１年間のエネルギー使用量が1,500ｋｌ以上とな
る特定排出者等に対して、温室効果ガス算定排出量に関する報告書を、
当該特定排出者に係る事業を所管する全ての大臣に提出するよう求めて
いる（温室効果ガスがエネルギー起源CO2のみの場合には省エネ法の定
期報告書をもって報告書に代えることができる）。

• これは、複数の省庁に同時に同じ書類を提出しなければならないという点
で、事業者の負担であるだけでなく省エネという観点からも非効率であり、
提出先は一元化すべきである。

複数省庁にエネルギー使用量（CO2排出量）
に関する同じ書類を同時に提出しなければな
らないのは、事業者の負担であるだけでなく
省エネという観点からも非効率
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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これまでの活動内容

70

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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『グリーンIT』における
サプライチェーン貢献度の可視化の構造

購入者
（消費者）

リ
サ
イ
ク
ル
業
者

製 造

流
通
業
者

部
品
メ
ー
カ
Ａ

部
品
メ
ー
カ
Ｂ

設
備
メ
ー
カ

素
材
メ
ー
カ

セ
ッ
ト
メ
ー
カ

サプライチェーン全体のプレイヤー

使用時の省エネ効果

CO2排出抑制効果

関連プレイヤー
消費エネルギー

Of IT 照明、テレビ、
サーバ、データセンター
By IT 各種ソリューション

グリーンITによる省エネ効果への貢
献量を関連する各プレイヤーごとで
可視化すること

グリーンIT

71
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『of IT』、『by IT』における
貢献度の可視化の目的

72

(1)グリーンＩＴに関連するサプライチェーン企業の環境貢献度
を定量的に評価・測定する手法を検討すること

(2)省エネにより達成されたＣＯ２削減による利益は、
購入者（消費者）にあること

(3)可視化より、購入の促進と省エネ技術開発を促進
・購入促進のための制度設計、市場メカニズムの構築
・開発促進のための制度設計、市場メカニズムの構築
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省エネ効果の分類（of ITとby IT）

73

of IT（2009年度検討） by IT（2010年度検討）

イメージ

具体例

①電球の省エネ化

電球形蛍光ランプにより白熱電球と比べ使用
時の消費電力量が削減される。

②液晶テレビの省エネ化

新型の液晶TVにおいて、バックライトのLED化
や輝度合制御などにより液晶TVの使用時の
消費電力量が削減される。

③データセンタの省エネ化

データセンタはサーバ等のIT機器や空調等の
ファシリティで構成される。省エネ型のIT機器
や空調の導入、配置の工夫により省エネが達
成される。

①ペーパレス会議

従来の紙媒体を用いた会議において、IT機器を導入する
ことにより紙媒体の使用を中止。紙の製造時の環境負荷
および印刷機の製造・使用時の環境負荷が削減される。
一方でIT機器の利用による環境負荷が生じる。これらの
差分だけ使用時の環境負荷が削減される。

②音楽配信

従来のCDを記憶媒体とした場合と比べ、CDの製造時の
環境負荷や、販売店等への輸送による環境負荷が減少
する。一方、音楽情報の配信に伴い、IT機器やネットワー
クの利用による環境負荷が生じる。これらの差分だけ環
境負荷が削減される 。

A

B

of ITによる効果

基準製品 比較製品

A

製品･サービス
使用時

“代替される”
製品･サービス

B

by ITによる効果

導入前 導入後
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評価対象の検討

方式開発の貢献度

改善の貢献度

全構成要素の貢献度

省エネ量

省エネ達成に方式の変更など大きな技術革新を伴う製品開発
Ex.)電球形蛍光ランプの開発、電気自動車の開発

省エネ達成に係わる通常の製品改良
Ex.)液晶テレビにおけるバックライト制御による省エネ

製品を形作るのに必要な全要素

74

Ⅱ

Ⅰ
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１案 ＬＣＡ配分
製造時のＣＯ２排出量に

比例して配分

CO2排出量の多さと

省エネ貢献に相関は低い

２案 付加価値配分

材料費、加工費、

設計費など

付加価値に比例して配分

客観性は高いが

付加価値の高さと

省エネ貢献に相関は低い

３案 技術貢献配分

技術的貢献度を

当事者間で協議をして

配分率を決める

省エネ貢献との

相関は高いが

定量化には主観が入る

貢献度配分の検討

課 題配分の基準
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技術貢献度配分フロー（照明の例）

76

省エネ量

全構成要素

方
式
開
発

改
善

方
式
開
発
・
改
善

省
エ
ネ
化

小
型
化

長
寿
命
化

低
価
格
化

発
光
管

安
定
器

樹
脂
部
品

外
管
グ
ロ
ー
ブ

プ
レ
イ
ヤ
ー

①
②

③

④

⑤ ⑥

⑦
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44%0%

23%

10%

14%

9%

セットメーカ 部品メーカ
素材メーカ ソフトメーカ
製造設備メーカ パテント保有者

36%

19%

0%

19%

11%

15%

40%

0%

21%

14%

13%

12%

セットメーカ 部品メーカ
素材メーカ ソフトメーカ
製造設備メーカ パテント保有者

方式開発 最終的なプレイヤーの貢献度

改 善

◆ 方式開発、改善におけるプレイヤーの貢献度
に、方式開発および改善への配分比率を掛け
合わせ、統合化する。

◆ プレイヤーの貢献度はセットメーカが最も高く、

次いで部品メーカ、製造設備メーカ、素材メーカ、
パテント保有者となる。

電球形蛍光ランプの評価事例（評価方法Ⅱ）
～プレイヤーの貢献度～

77
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データセンタの事例
～配分フロー～

省エネ量

電源

プ
レ
イ
ヤ
ー

UPS

空調

IT機器

照明

サーバ

ストレージ

NW機器

消費電力量の比率
で配分

※消費電力量の比率
は各社へのアンケート

パネル法で配分

78
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データセンターの事例
～配分結果～

50%

2%

26%

6%

10%

6%

DC事業者

建屋設計関連会社

ファシリティ設計関連会社

ファシリティ機器製造関連会社

ITシステム設計関連会社

IT機器製造関連会社

データセンタ

◆ セットメーカ以外の貢献度も『見える化』されており、本評価手法の
ひとつの目的である 「製造に係わる全プレイヤーの貢献度を明らか
にする」 ことが達成された。

79



All Rights Reserved, Copyright © ＧＩＰＣ 2013 80

配分方法 配分の視点

案1
使用段階の環境負荷
排出量による配分

ソリューションを使用する段階に
おいて排出される環境負荷の量
によって、貢献度の重み付けを行
う方法

LCA配分

使用者による視点

案2
資源・エネルギー投入
量による配分

サプライチェーンで排出される環
境負荷の量によって重み付けを
行うことで、貢献を配分する方法
。

供給者による視点

案3
製品・ソリューション対
価による配分

製品・ソリューションの価値を価格
で評価することによって、購入価
格による重み付けによって貢献
度を配分する方法

付加価値配分

使用者による視点

案4 作業価値による配分

製品・ソリューション提供における
価値を作業対価として捉えること
によって、作業価値によって貢献
度を配分する方法

供給者による視点

（パネル法は今回検討せず）

検討を行ったby IT貢献度配分手法の内容
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各配分手法による貢献度配分結果の比較

54.5%
18.0%

0.22%

13.6%

13.6%

サーバ スキャナ PC 文章登録 電子書籍検索

 

7.970%

2.49%

16.50%

73.10%

サーバメーカー スキャナメーカ

PCメーカー ソフトメーカー

 
(a) 使用段階の環境負荷排出による配分結果 (b)  資源・エネルギー投入量による配分結果

9.6 

49.6 

物品賃貸業（除貸自動車業） 半導体素子・集積回路

道路貨物輸送（除自家輸送） 電力

事務用機械 産業用電気機器

広告 金融

企業内研究開発 卸売

印刷・製版・製本 プラスチック製品

その他の電子部品 その他の対事業所サービス

その他の金属製品 その他の化学最終製品

その他のゴム製品 不動産仲介及び賃貸

電気通信 情報サービス

自家輸送（旅客自動車） 映像・文字情報制作

電子計算機・同付属装置 その他

38.5

27.5

1.3
0.9

12.4

10.2

1.1
0.9 1.3

3.9
2.2

6.4

システム・エンジニア (設計) プログラマー

一般化学工 鉄工

技術士 機械組立工

機械検査工 営業用大型貨物 自動車運転者

システム・エンジニア (設置) システム・エンジニア(現地作業) 

機械修理工 システム・エンジニア (保守)

(c)  製品・ソリューション対価による配分結果 (d) 作業価値による配分結果 
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貢献度配分方法の特徴と課題

82

使用段階CO2排出
による配分

資源･エネルギー投入
量による配分

作業価値による配分
製品･ソリューション対価

による配分

評価の
特徴

使用時に負荷が高い
ものほど、貢献が高
いと考える際には、
有効な配分方法であ
る。

提供時にCO2を排出
する主体が、その排出
量を説明することがで
きる。

製品開発に対するなど、
CO2排出量などには表
れにくい要素の貢献を
表現できる。

製品の価値を価格で見
ることによって、それに
関るプレイヤーへと配分
できる。

評価法
の課題

•CO2排出量が高い部門ほど、貢献度が高
くなり、CO2を削減する努力へと結び付かな
い。
•環境負荷削減による対価として配分する
ことが目的であり、この方法では目的に合わ
ないとの意見。

•作業による価値は、
製品価値に反映されて
いるはずである。
•作業効率が悪く、時
間がかかったところに大
きく貢献が配分されるの
は、企業努力を反映で
きない。

•詳細な部品･素材の
原価構成が参照できな
い場合は、産業連関表
を用いることになる。
•産業連関表は、対象
プレイヤーの幅が広いな
ど、大雑把な点がある。

＜ケーススタディには対価による配分を採用＞
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貢献度配分のイメージ

83
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貢献度評価の方法

84

１．サプライチェーン（構成要素）の寄与度の評価

・ LCA的評価：構成要素のLCA的CO2排出量による重み付け

・付加価値配分：構成要素の付加価値（価格など）による重み付け

・技術貢献的配分：省エネへの技術的貢献の割合による重み付け

２．評価対象の範囲

・効果をもたらした方式開発の貢献

・効果をもたらした改善の貢献

・全ての構成要素

グリーンITに尾関するサプライチェーンにおける企業の貢献度の評価は、of IT, by IT
ともに、以下の組み合わせで評価できる
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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これまでの活動内容

86

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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海外動向調査まとめ

グリーンＩＴに関する取り組みにおいては、①EUや米国からアジアを含むほかの国への広がり、
②グリーンof IT からグリーン by ITへの広がりの2種類の拡大が見られる

①EUや米国からアジアへの広がり
・韓国：韓国グリーンビジネスＩＴ協会
・シンガポール：SiTF

②グリーン of IT からグリーン
by ITへの広がり
・米国：DESC
・EU：ＥＣ勧告、GeSI

87
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海外とのグリーンＩＴに関する連携

88
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アジアとのグリーンＩＴに関する連携

89
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海外動向調査対象（１）

政
府

民
間

グ
リ
ー
ン
Ｉ
Ｔ
の
取
り
組
み

(EU) イギリス ドイツ 韓国 シンガポール

EC勧告
“Mobilizing 
ICT to 
facilitate the 
transition to 
an energy-
efficient, low-
carbon 
economy”

“IT Goes 

Green”
 技術革

新と活用

の促進

“e-energy”

「グリーンＩＴ国

家戦略」

９つの革新課

題

「持続可能な

シンガポール

のためのブ

ループリント」

データセンタ

戦略

(Digital 

Europe)

ICT4EE

GeSI

BCS

グリッドコン

ピューティン

グNow KTN



BITKOM

韓国グ

リーンビ

ジネスＩＴ

協会

 SiTF

データセンタ

アメリカ

スマートグリッ
ド

DOE

EPA

DESC
TGG

クライメート

セイバーズ

90
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海外動向調査対象（２）

グ
リ
ー
ン
Ｉ
Ｔ
の
取
り
組
み

マレーシア タイ ベトナム ＩＴＵ ＩＳＯ

グリーン技術
の4つの柱は、
エネルギー、
環境、経済、
社会

エネルギー、
建築、水・廃
棄物管理、輸
送の4つの分
野に注力

グリーンITイ

ニシアティブ

に向けた政策

やインセン

ティブを創設

2007年に工

業貿易省では

省エネを担当

するEnergy 

Conservation 

& Efficiency 

Office 

(EECO)を設

置

電気通信標

準化部門

(ITU-T)に

「ICTと気候変

動フォーカス

グループ」を

2008年7月に

設置

SG5（Study 

Group 5）

ITU-T L1410

ITU-T L1420

国際標準化

機構

（ISO/IEC

JTC1／国際

電気標準会

議）の

Sustainability 

for and by 

Information 

Technology専

門委員会

（SC39）がス

タート

Ｄａｔａｃｅｎｔｅｒ

of IT, by IT

タイ電力供給

局 (EGAT)）が

TPEEE

Projectを1992

年から推進

・IT機器や製

造部門でのIT

利用における

グリーン標準

とグリーンラ

ベルの適用

・グリーン調

達の促進と普

及。

インド

SMART

–Standardize
（標準化）

–Monitor（監
視）

–Account（説
明）

–Rethink（再
考）

-Transform
（変換）
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シンガポールにおける取り組み（まとめ）

シンガポールは、太陽電池を中心に海外企業との提携・誘致により、単位ＧＤＰあたり
温室効果ガス排出量削減、グリーンＩＴの国際競争力向上を目指している

中期目標 主要施策

グリーンＩＴの取り組みCO2削減目標

海外企業の誘致、研究開発を推進

 スマートグリッド、ＬＥＤで企業誘致

 国家研究基金で次世代交通システム、BEMSなど

を開発テーマに選定

国内での省エネ推進に向けて、ラベル制度などを整備

 建造物のグリーンマーク

 家電製品のエネルギー効率表示

データセンタのエネルギー消費効率向上

 ベストプラクティス推進

 能力開発

 インセンティブ

目標を達成するための

政府のイニシアチブを

提示

 特に普及促進策

について言及

水再生技術・太陽電池

等の分野における海外

企業誘致・研究開発

2009年度予算の中に、

今後5年間の予算とし

て10億Ｓドルを計上

2030年までに単位GDP

あたりで35%（2005年

比）のエネルギー消費

量削減

 「持続可能なシン

ガポールのための

ブループリント」

注： シンガポールの人口は約500万人
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ITU-T
ITU-T SG5（Study Group 5）で検討されていた
「ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価手法」が
2012年3月、勧告L.1410として公表された。

IEC TC111    国際議長 = 日本

現在、日本が中心となって下記2つの規格案を作成中。
[TR 62725]  電機電子製品・システムのCO2排出量の算定方法 （注：ライフサイクルベース）
[TR 62726] 電機電子製品・システムのCO2削減効果の算定方法

2012年夏頃に TR（technical  report）発行予定。

GHG Protocol
下記2つの民間シンクタンクにより開発されている GHG排出量の管理・算定ツール。

WRI      ： World Resources Institute （本部・米国）
WBCSD： World Business Council for Sustainable Development （本部・スイス）

2011年10月、CO2排出量算定規格（製品レベル・企業レベル）が発表された。
企業レベルの規格はScope 3と呼ばれ、世界的に注目度が高い。

Ｏｆ ＩＴ， Ｂｙ ＩＴ 各国際標準の現況
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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これまでの活動内容

95

 省エネポテン
シャル試算

 海外の取り組
み調査

 ものさし高度化

 海外発信
(ICT4EE等)

 政策調査

 ものさし高度化

 事例検討

 温対連方法論

 海外発信

2011年度
～2012年度

2010年度2009年度2008年度

 省エネポテン
シャル試算

 ものさしの検討WG1

WG2

WG3

 DPPE定式化

 日米欧国際協
調（目標成果物
の明確化）

 DPPE測定ガイ
ドライン、実測

 国際協調
（DPPEレビュー、
PUE)

 DPPE実測

 国際協調(GEC, 
CUE, ERF)

 DPPEの考え方
作成

 第1回日米欧
国際会議

 貢献度配分方
法検討（of IT）

 貢献度配分方
法検討（by IT）

 貢献度配分方
法検討

（論点整理）

WG4

 海外動向調査
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「WG1」の2011年度の取り組み

2009年度まで 2010年度

予測・ものさしの作成

1. グリーンITの省エネ
効果を定量的に
評価する『ものさし』

2. 2020年、2025年、
2050年のグリーン
ITの普及量と効果
の定量的『予測』

予測・ものさしの
高度化

政策提言に
向けた調査

海外への発信

予測・ものさしの高度化

温対連次期行動計画
向け製品貢献算出手法

の検討

欧州との連携
国際標準化

2011-2012年度
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企業のグリーンITの貢献の把握
電機・電子業界の「低炭素社会実行計画」

◇電機・電子業界

日本全体の低炭素社会実行計画 （2013年度～2020年度）

A社 B社 C社・ ・ ・

＜重点取組み＞

1. 生産プロセスのエネルギー効率改善/排出抑制

2. 製品・サービスによる排出抑制貢献

⇒排出抑制貢献量の算定方法確立と、実績把握・公表

業界共通目標へのコミット
と進捗状況の報告

業界の取組みの把握・公表

参加

参加

業界 実行計画
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【背景】

・電機電子業界のＣＯ２排出量は、2020年に向けて増大見通し（1.5倍）

・製品サービスでのＣＯ２抑制貢献を、社会にきっちりアピールすべき

電機電子業界の次期行動計画

（１）生産プロセスの取組
・共通目標として

「2020年に向けて、エネルギー原単位を毎年平均1％改善」の達成
・活動期間中の取組み実績を毎年提出。

（２）製品・サービスの取組み
製品・サービスの効率向上と供給の推進の成果として、提供する対象製品・
サービスに関するＣＯ２削減貢献量の実績データを毎年提出。

98
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調査分析委員会での検討経緯

電機・電子温暖化対策連絡会と次期低炭素社会実行計画に
ついて検討開始。

これまでの知見を活かして、グリーン by IT （ソリューション）

分野の製品貢献量算出方法論の策定検討を開始

 2つのソリューションの製品貢献量算定方法を作成

「遠隔会議システム」 「デジタルタコグラフシステム」

（2012年3月）

 2012年度：参加企業の募集 ・ トライアル実施

必要に応じて、ソリューションの追加
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対象製品サービス（2012年3月時点）

製品 工業会

テレビ JEITA

冷蔵庫 JEMA

エアコン JRAIA

照明器具（LED照明器具） JLA

照明ランプ（LEDランプ） JELMA

家庭用燃料電池 JEMA

ヒートポンプ給湯機 JRAIA

クライアント型電子計算機・サーバ型電子計算機 JEITA

磁気ディスク装置 JEITA

ルーティング機器・スイッチング機器 CIAJ

複写機・複合機 JBMIA

プリンタ JBMIA/JEITA

太陽光発電、原子力発電・火力発電（石炭、ガス） JEMA

地熱発電 JEMA

遠隔会議システム（ｿﾘｭｰｼｮﾝ） GIPC

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾀｺｸﾞﾗﾌｼｽﾃﾑ（ｿﾘｭｰｼｮﾝ） GIPC

100
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ソリューション（遠隔会議システム） 製品貢献量算出方法論

■ ソリューション(Green by ICT)
ソリューションの排出抑制貢献量は、ソリューションの導入前後のCO2排出量
の差で評価する。BLは、ソリューション導入前のCO2排出量とする
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１．5年間のとりくみ
２．調査の背景
３．IT自身の省エネ効果
４．データセンタの省エネ効果
５．ITによる省エネ効果
６．グリーンIT関連企業の貢献度の評価
７．海外のグリーンITに関する取り組み
８．温暖化対策連絡会との連携
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5年間のまとめ
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2012年度は、5年間の調査結果をまとめた総合報告書を作成

 『of IT』,『by IT』のものさし

 グリーンITの貢献ポテンシャル

 グリーン by ITの評価方法に関する考え方

 2020年の予測

グリーンIT
の貢献と
評価方法

データセン
タの省エネ

指標

省エネ貢
献量配分

 DPPEの考え方、測定方法

 DPPEの活用方法

 日本のデータセンタにおけるDPPE（実測結果）

 日米欧国際協調会議

 省エネ貢献度配分方法検討結果

主な項目

その他
 海外の調査、海外への情報発信

 電機・電子4団体自主行動計画への貢献
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事務局：社団法人 電子情報技術産業協会 グリーンIT推進室

〒100-0004東京都千代田区大手町 大手センタービル

TEL (03)5218-1055

http://www.greenit-pc.jp


